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－611－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

1．1．1 ① 一般管理事業（高齢介護課〔地域包括ケア推進課・介護保険課〕）

執行状況及び成果

1． 介護保険第 1号被保険者の状況

（1） 第 1号被保険者の異動                    （単位：人）

被 保 険 者 数

3.3.31 現在 年 度 中 の 異 動 4.3.31現在

第 1 号

被 保 険 者
23,419

6 5 歳 到 達 892

23,502

転 入 276

転 出 △224

死 亡 △859

そ の 他 △2

合 計 83

（2） 被保険者証の交付

65歳到達者及び 65歳以上の転入者に新たに被保険者証を交付した。

2． 介護保険料賦課及び徴収の状況

介護保険条例に基づき、介護保険料の賦課及び徴収を行った。

（1） 介護保険料賦課状況（令和 4.3.31現在）       （単位：人、円）

保 険 料 段 階 人  数 保 険 料 額 調 定 額

第 1 段 階 4,098 19,200

1,440,947,300

第 2 段 階 1,809 31,200

第 3 段 階 1,701 44,400

第 4 段 階 3,091 56,400

第 5 段 階 2,716 63,600

第 6 段 階 2,693 73,200

第 7 段 階 3,874 80,400

第 8 段 階 1,838 96,000

第 9 段 階 550 106,800

第 1 0 段 階 534 117,600

第 1 1 段 階 200 128,400

第 1 2 段 階 96 139,200

第 1 3 段 階 139 150,000

第 1 4 段 階 163 160,800

合 計 23,502 ―

※調定額は現年度分のみを表す。

※年度途中に転入した方や 65歳に到達した方を含むため、（人数×保険料額）の合計と調定額は

一致しない。

事 業 費

円

202,969,352

内 訳

1. 31,275,036

2. 65,896,333

3. 67,012,910

4. 28,579,550

7. 26,000

8.  888,852

10. 1,220,603

① 991,033

④ 229,570

11. 5,240,221

① 5,094,795

④ 12,656

⑤ 132,770

12. 1,838,007

13.  200,640

18. 791,200

財 源 内 訳

(国)    508,000

(他)      4,300

(一)202,457,052

１．１．１ ①
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

（2） 介護保険料徴収状況

         (単位：円、％)

調定額

A

収入額

B

還付未済額

C

純収入額

D=B-C

不納欠損額

E

収入未済額

F=A-D-E

収入

割合

G=D/A

現
年
度
分

特 徴 1,285,532,000 1,288,529,900 2,997,900 1,285,532,000 0 0 100.00

普 徴 155,415,300 143,867,200 214,800 143,652,400 0 11,762,900 92.43

計 1,440,947,300 1,432,397,100 3,212,700 1,429,184,400 0 11,762,900 99.18

滞納繰越分 24,023,300 5,135,400 13,400 5,122,000 8,969,400 9,931,900 21.32

合 計 1,464,970,600 1,437,532,500 3,226,100 1,434,306,400 8,969,400 21,694,800 97.91

3． 介護保険運営協議会

第 8期東大和市介護保険事業計画の 1年目として、3回の介護保険運営協議会を開催した。

（1） 介護保険運営協議会委員                        

（単位：人）

分類（東大和市介護保険条例の根拠条項） 構成人数

学識経験者 2

被保険者（公募） 4

第 2号被保険者を使用する事業主 1

保健医療関係者 3

福祉関係者 3

（2） 会議の開催状況

開催回 開催日 主 な 協 議 事 項

第 1回 3.6.22

・会長、副会長の選任について

・地域包括支援センター運営協議会委員の選任について

・第 8期のスケジュールについて

第 2回 3.7.27 ・高齢者ほっと支援センターの新設に伴う地区割について

第 3回 4.1.17

・東大和市高齢者福祉計画・第 7期介護保険事業計画の令和 2年度

実施状況報告について

・新設する地域包括支援センター事業者選定の結果報告について

１．１．１ ①
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

（3） 地域包括支援センター運営協議会（介護保険運営協議会専門部会）

介護保険運営協議会の専門部会として、運営協議会委員の中から 6人の委員を選任して、事業

計画等について協議した。

開催回 開催日 主 な 協 議 事 項

第 1回 3.6.22 

・部会長・副部会長の選出について（審議）

・東大和市高齢者ほっと支援センターの新設の地区割（案）について

（意見聴取）

第 2回 3.7.6 

・令和 2年度の高齢者ほっと支援センター運営状況について（報告）

・令和 2年度実績報告及び令和 3年度事業計画について(報告) 

・高齢者ほっと支援センターの新設に伴う地区割の承認について（審

議）

第 3回 3.9.28 ・新設する地域包括支援センター事業者の公募について（意見聴取）

第 4回 4.3.22 

・令和 4年度高齢者ほっと支援センター事業の承認について（審議）

・指定介護予防支援事業所の計画作成委託状況及び地域密着型サービ

ス事業所の指定状況について（報告）

4． 医師会及び歯科医師会への補助金の交付

  介護認定の判定業務に携わる医師会及び歯科医師会が実施している介護保険に関する講演会や検

討会等の事業に対し、経費の一部を補助することにより、介護保険制度の円滑な運営を図った。

東大和市医師会  480,000円    東大和市歯科医師会  160,000円

5． コンビニエンスストア等収納委託

納付者の利便性を向上させるため、コンビニエンスストアでの収納業務を実施した。

コンビニエンスストア等収納状況       （単位：件、円）

区分

税目

コンビニエンスストア等

納付件数 納付金額

普通徴収（現年度分） 7,339 56,059,400

普通徴収（滞納繰越分） 122 982,400

合     計 7,461 57,041,800

6． 介護保険事業者に係る連絡会等

（1） ケアプラン作成支援

ケアプラン作成及び給付における適正化の実現のため、ケアプラン点検及びケアプラン点検に

おいて使用するリ・アセスメント支援シートに係る研修会を開催した。

  【ケアプラン点検】

  点検対象者：介護支援専門員  点検者：主任介護支援専門員・職員

  実 施：3回（7月 12日・10月 18日・12月 20日）

  ※5月・8月・2月の実施は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から中止した。

  【研修会】                              （単位：人）

実施日 内   容 参加者数

3.12.7 

【講義】

「整理後ニーズ」から「長期目標」の展開について学ぶ

～ケアマネジメントの質の向上を目指して～

講師：牧野 和子氏（東京都介護支援専門員研究協議会理事）

33 

１．１．１ ①
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

(2） 福祉用具購入及び住宅改修工事における実地調査

介護保険における給付適正化を目的として、福祉用具購入及び住宅改修工事についての必要性

や利用状況の確認のため訪問調査を実施した。（住宅改修工事 2件）

(3) 東大和市介護保険サービス事業者連絡会の開催

特定施設入居者生活介護事業者、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、短期入所生活介護事

業者、認知症対応型共同生活介護事業者等の職員を対象に市主催で連絡会を開催しているが、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から開催しなかった。  

(4） 東大和市指定居宅介護支援事業者連絡会（通称「ケアマネットやまと」）への参加

介護保険制度の円滑かつ適正な運営に資するため、介護支援専門員によって組織された東大和

市指定居宅介護支援事業者連絡会（通称「ケアマネットやまと」）の会議における会場提供の支

援等を行っているが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点からＷＥＢ開催となっ

た。

（5） 訪問介護事業者連絡会（通称「つつじネットワーク」）及び東大和市通所介護事業所連絡会

（通称「つうかいねっと」）への参加

   今年度の参加依頼はなかったが、適宜市からの情報提供を行った。

1．1．2 ① 連合会負担金（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

東京都国民健康保険団体連合会が行う、保険料等の特別徴収に係る事務経費を支出した。

    23,419人（令和 3年 3月 31日現在の東大和市高齢者人口）×1.8円／人

                               ＝42,154円

1．2．1 ① 介護認定審査会事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

介護保険法に基づく介護認定審査会の適切な運営に努めた。

介護認定に関する苦情等については、市民の理解を得られるよう適切に対応し、必要に応じ関係機

関と調整を図った。

1． 介護認定審査会等

委 員 数 医療・福祉・保健の 3分野から 42人

委 員 任 期 令和 3年 4月 1 日から令和 6年 3月 31日まで

審 査 会 開 催 回 数 117回（開催日は原則月・水・木の週 3回）

審 査 会 出 席 人 員 延べ 579人

介護認定審査会任命式及び介護

認定審査会委員全体会

令和 3年 4月 1 日（木）38人出席

令和 4年 3月 15日（火）38人出席（書面開催）

合議体正副部会長連絡会議 令和 3年 12月 7日（火）14人出席

委 員 研 修 会

( 東 京 都 主 催 )

介護認定審査会委員研修（オンライン開催）

令和 4年 2月 7 日（月）～令和 4年 2月 21 日（月）

参加者数：6人

事 業 費

円

42,154

内 訳

18. 42,154

財 源 内 訳

（一） 42,154

事 業 費

円

18,936,881

内 訳

1. 18,063,000

8. 0

10. 228,681

① 228,681

11. 645,200

① 645,200

財 源 内 訳

(他） 102,600

(一）18,834,281

１．１．１ ①

１．１．２ ①

１．２．１ ①
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

2. 審査状況                              （単位：件）

区 分 新    規 更    新 変    更 合      計

在 宅   902 1,402 171 2,475

施 設   436 501 213 1,150

合 計 1,338 1,903 384 3,625

3． 審査判定状況

（単位：件、％）

区  分

在  宅 施     設
合    計

件数 ％
老福 老健 療養型 その他 計

件数 件数 件数 件数 件数 ％ 件数 ％

非 該 当 19 0.77 0 0 0 2 2 0.17 21 0.58

要支援 1 540 21.82 0 1 0 48 49 4.26 589 16.25

要支援 2 479 19.35 0 0 0 39 39 3.39 518 14.29

要

介

護

1 635 25.66 2 9 0 113 124 10.78 759 20.94

2 433 17.50 11 12 1 138 162 14.09 595 16.41

3 184 7.43 43 22 1 172 238 20.70 422 11.64

4 125 5.05 78 34 6 196 314 27.31 439 12.11

5 60 2.42 58 15 7 142 222 19.30 282 7.78

計 1,437 58.06 192 92 15 761 1,060 92.18 2,497 68.88

合 計 2,475 100.00 192 93 15 850 1,150 100.00 3,625 100.00

※令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月 31 日までの延べ審査判定状況

4． 要介護・要支援認定の有効期間延長措置対応の状況

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、更新申請のうち、認定調査が実施不可

となった者等については有効期間延長措置を行った。

月別の有効期間延長措置対応件数                       （単位：件）

区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合 計

延 長 16 17 14 13 14 15 5 7 10 9 26 20 166

5． 要介護（要支援）認定者数（令和 4.3.31現在）               （単位：人）

区             分 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 合  計

第 1 号 被 保 険 者 896 767 965 648 518 505 283 4,582

内 65 歳以上 75 歳未満 113 84 81 88 47 52 31 496

訳

75 歳以上 85 歳未満 426 307 382 225 154 159 103 1,756

85 歳 以 上 357 376 502 335 317 294 149 2,330

第 2 号 被 保 険 者 13 13 6 24 8 11 10 85

合      計 909 780 971 672 526 516 293 4,667

１．２．１ ①
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

1．2．2 ① 認定調査等事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護・要支援認定の申請者に対し、認定調査を行った。

適正な認定調査実施のため、調査員研修会を開催した。

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、認定業務の一部において臨時的対応を行

った。

1． 要介護・要支援認定申請

（1） 月別申請数                              （単位：件）

区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合 計

新 規 128 109 126 104 111 94 130 119 117 134 98 139 1,409

更 新 196 194 172 184 180 196 155 163 282 92 178 198 2,190

変 更 43 33   37 28 31   37 39   29   24   35 32   31    399

転 入 7 4    6 6 6    2   10    8    6    3    0    5    63

合 計 374 340 341 322 328 329 334 319 429 264 308 373 4,061

（2） 申請取下数等                             （単位：件）

区 分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合 計

取 下 4 4 1 1 3 3 0 2 1 2 5 4 30

死 亡 5 2 2 5 2 5 1 3 5 12 6 8 56

合 計 9 6 3 6 5 8 1 5 6 14 11 12 86

（3） 認定更新手続きの通知

認定有効期間満了日の 60日前に、認定の更新手続きについての案内及び申請書を送付した。

（単位：件）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合 計

発送

件数
220 193 200 193 213 167 170 216 192 207 211 196 2,378

2． 主治医意見書作成状況                   （単位：件）

区 分 新 規 継 続 合 計

在 宅 1,360 1,442 2,802

施 設 815 231 1,046

合 計 2,175 1,673 3,848

3． 居宅サービス計画

・居宅サービス計画作成届受付件数            916件

・介護予防サービス計画作成届受付件数          430件

・居宅サービス計画作成に関する資料請求件数      1,495件

・介護予防サービス計画作成に関する資料請求件数     699件

事 業 費

円

21,269,062

内 訳

7. 30,000

8. 19,064

10. 327,210

① 261,380

④ 13,860

⑥ 51,970

11. 18,873,738

① 684,138

④ 18,173,100

⑥ 16,500

12. 1,997,270

13. 21,780

財 源 内 訳

(一) 21,269,062

１．２．２ ①

  



－617－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

4． 認定調査

（1） 調査実施場所                            （単位：件）

区 分 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合 計

居 宅 222 217 207 206 197 213 218 214 285 146 207 224 2,556

介 護 老 人 福 祉 施 設 26 19 20 16 17 14 22 18 18 11 11 20 212

介 護 老 人 保 健 施 設 5 4 10 8 10 12 6 6 14 4 6 11 96

介護療養型医療施設 1 0 1 1 1 1 4 0 3 0 2 0 14

医 療 保 険 入 院 60 52 56 42 50 39 47 41 53 61 29 62 592

そ の 他 28 21 24 24 28 25 21 20 34 16 16 19 276

合   計 342 313 318 297 303 304 318 299 407 238 271 336 3,746

その他は、有料老人ホーム、認知症対応型グループホーム等である。

（2） 調査委託状況等        （単位：件）

区    分 件   数

直     営 3,313

委     託 433

合     計 3,746

※他市区町村に依頼した 18件については直営に含む。

5． 認定調査従事者研修

要介護認定の適正化に向けて認定調査の基本的な考え方の理解を深め、審査会委員に伝わりやす

い特記事項の記載方法の周知や、判断基準の偏りを改善することを目的とした研修会を実施した。

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、市職員の認定調査員のみ参集形式

とし、その他については解説資料を配布した。

（単位：人）

実施日 研修内容 参加者数

4.2.25

・外部講師による講義

・e-ラーニングの受講

・業務分析データの解説

・e-ラーニング受講内容の解説

27

（うち e-ラーニン

グの受講のみ 18人）

１．２．２ ①



－618－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

2．1．1 ① 居宅介護サービス給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、指定居宅サービスを受けた場合に要した費用（保険給付分）を東京都国民健康

保険団体連合会を通じて、サービス事業者に支払った。

1． 居宅介護サービス費給付状況                 

(単位：件、回又は日、円）

サービス種別 件  数 回数又は日数 給 付 額

訪問介護 7,360 81,109 352,529,198

訪問入浴介護 654 2,884 37,965,245

訪問看護 5,400 27,725 221,313,123

訪問リハビリテーション 480 2,448 18,231,287

通所介護 10,357 100,844 773,050,967

通所リハビリテーション 2,084 15,444 140,046,442

福祉用具貸与 13,696 396,406 202,625,256

短期入所生活介護 2,032 16,180 142,366,360

短期入所療養介護（老健） 43 361 3,933,251

短期入所療養介護（介護療養型） 0 0 0

特定施設入居者生活介護 2,365 68,651 452,710,236

特定施設入居者生活介護（短期利用型） 1 24 122,204

居宅療養管理指導 13,483 29,880 103,133,403

特定診療費 0 0 0

2．1．2 ① 特例居宅介護サービス給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、要介護認定の効力が生じた日よりも前に、緊急その他やむを得ない理由により

指定居宅サービスを受けた場合に要した費用(保険給付分)を支払うものであるが、実績はなかった。

1． 居宅介護サービス費及び特例居宅介護サービス費の事業計画額と実績額

(単位：円）

費        目 事 業 計 画 額 実  績  額

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 費

2,671,809,000

2,448,026,972

特例居宅介護サービス費 0

合        計 2,448,026,972

2．1．3 ① 地域密着型介護サービス給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、指定地域密着型サービスを受けた場合に要した費用（保険給付分）を東京都国

民健康保険団体連合会を通じて、サービス事業者に支払った。

1． 地域密着型介護サービス費給付状況              

(単位：件、日又は回、円）

サービス種別 件  数 日数又は回数 給 付 額

認知症対応型共同生活介護 620 18,385 161,206,913

認知症対応型通所介護 560 6,173 66,969,655

小規模多機能型居宅介護 414 8,677 78,679,903

地域密着型通所介護 2,317 20,330 159,169,783

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 42 1,226 7,291,795

事 業 費

円

2,448,026,972

内 訳

18. 2,448,026,972

財 源 内 訳

(国) 577,052,428

(都) 328,450,692

(他)1,203,700,255

(一) 338,823,597

事 業 費

円

0

内 訳

18. 0

事 業 費

円

473,318,049

内 訳

18. 473,318,049

財 源 内 訳

(国) 116,009,001

(都) 59,164,756

(他) 232,896,824

(一) 65,247,468

２．１．１ ①

２．１．２ ①

２．１．３ ①



－619－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

2．1．4 ① 特例地域密着型介護サービス給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、要介護認定の効力が生じた日よりも前に、緊急その他やむを得ない理由により

指定地域密着型サービスを受けた場合に要した費用(保険給付分)を支払うものであるが、実績はなか

った。

1． 地域密着型介護サービス費及び特例地域密着型介護サービス費の事業計画額と実績額

(単位：円）

費        目 事業計画額 実  績 額

地 域 密 着 型 介 護 サ ー ビ ス 費

545,934,000

473,318,049

特例 地域密着型介護サービス費 0

合        計 473,318,049

2．1．5 ① 施設介護サービス給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、指定施設サービスを受けた場合に要した費用（保険給付分）を東京都国民健康

保険団体連合会を通じて、サービス事業者に支払った。

1． 施設介護サービス費給付状況               

    (単位：件、日、円）

サービス種別 件  数 日  数 給 付 額

介護老人福祉施設 5,568 162,649 1,454,438,846

介護老人保健施設 2,584 72,365 754,539,869

介護療養型医療施設 250 7,293 82,135,433

介護医療院 59 1,720 19,659,007

特定診療費 250 1,706,693

特別療養費 23 186,570

特別診療費 47 755,397

2．1．6 ① 特例施設介護サービス給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、要介護認定の効力が生じた日よりも前に、緊急その他やむを得ない理由により、

指定施設サービスを受けた場合に要した費用（保険給付分）を支払うものであるが、実績はなかった。

1． 施設介護サービス費及び特例施設介護サービス費の事業計画額と実績額

（単位:円）

費     目 事 業 計 画 額 実 績 額

施 設 介 護 サ ー ビ ス 費

2,366,560,000

2,313,421,815

特例施設介護サービス費    0

合     計 2,313,421,815

事 業 費

円

0

内 訳

18. 0

事 業 費

円

2,313,421,815

内 訳

18. 2,313,421,815

財 源 内 訳

(国) 451,342,471

(都)  404,848,817

(他) 1,138,322,522

(一) 318,908,005

事 業 費

円

0

内 訳

18.  0

  

    

２．１．４ ①

２．１．５ ①

２．１．６ ①



－620－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

2．1．7 ① 居宅介護福祉用具購入事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、厚生労働大臣が定める福祉用具の購入をした場合に要した費用（保険給付分）

を給付した。

1． 居宅介護福祉用具購入費給付状況               

(単位：件）

サービス種別 申請件数

居宅介護福祉用具購入費 218

  ※1件の申請で複数の用具購入の場合あり

2． 居宅介護福祉用具購入の内容等

（単位：件、円）

福 祉 用 具 の 種 類 件 数 給  付  額

腰掛便座 59 2,479,750

入浴補助用具 182 3,871,357

簡易浴槽 0 0

特殊尿器 0 0

移動用リフトのつり具の部分 2 77,220

合  計 243 6,428,327

3． 居宅介護福祉用具購入費の事業計画額と実績額

（単位：円）

事 業 計 画 額 実 績 額

9,219,000 6,428,327

2．1．8 ① 居宅介護住宅改修事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、厚生労働大臣が定める種類の住宅の改修をした場合に要した費用（保険給付分）

を給付した。

1． 居宅介護住宅改修費給付状況                 

(単位：件）ービス種別 申 請 件 数

居宅介護住宅改修費 132

※1件の申請で改修内容が複数の場合あり

2． 居宅介護住宅改修の内容等

（単位：件、円）

改 修 の 内 容 件 数 給 付 額

1.手すりの取付け 117 7,344,333

2.段差の解消 17 1,613,233

3.滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材質の変更 7 426,152

4.引き戸等への扉の取替え 12 1,171,777

5.洋式便器等への便器の取替え 1 67,551

6.その他 1から 5の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修 56 1,126,889

合 計 210 11,749,935

事 業 費

円

6,428,327

内 訳

18.     6,428,327

財  源  内  訳

(国)    1,575,565

(都)      803,541

(他)    3,163,068

(一)      886,153

事 業 費

円

11,749,935

内 訳

18. 11,749,935

財  源  内  訳

(国) 2,844,418

(都) 1,446,579

(他) 5,684,058

(一) 1,774,880

２．１．７ ①

２．１．８ ①



－621－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

3． 居宅介護住宅改修費の事業計画額と実績額

（単位：円）

事 業 計 画 額 実 績 額

23,217,000 11,749,935

2．1．9 ① 居宅介護サービス計画給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、指定居宅介護支援を受けた場合に要した費用を東京都国民健康保険団体連合会

を通じて、居宅介護支援事業者に支払った。

1． 介護サービス計画費給付状況              

                           (単位：件、円）

サービス種別 件  数 給 付 額

居宅介護サービス計画費 19,610 298,896,996

2．1．10 ① 特例居宅介護サービス計画給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、要介護認定の効力が生じた日よりも前に、緊急その他やむを得ない理由により

指定居宅介護支援を受けた場合に要した費用(保険給付分)を支払うものであるが、実績はなかった。

1． 居宅介護サービス計画費及び特例居宅介護サービス計画費の事業計画額と実績額

（単位：円）

費       目 事 業 計 画 額 実 績 額

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 計 画 費

282,604,000

298,896,996

特例居宅介護サービス計画費   0

合       計 298,896,996

事 業 費

円

298,896,996

内 訳

18. 298,896,996

財  源  内  訳

(国) 73,226,654

(都) 37,341,995

(他)146,984,122

(一) 41,344,225

事 業 費

円

0

内 訳

18. 0

２．１．８ ①

２．１．９ ①

２．１．１０ ①



－622－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

2．2．1 ① 介護予防サービス給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要支援被保険者が、指定介護予防サービスを受けた場合に要した費用（保険給付分）を東京都国民

健康保険団体連合会を通じて、サービス事業者に支払った。

1． 介護予防サービス費給付状況             

  (単位：件、回又は日、円）

サービス種別 件  数 回数又は日数 給 付 額

介護予防訪問入浴介護 3 5 47,635

介護予防訪問看護 1,491 6,250 38,649,691

介護予防訪問リハビリテーション 79 309 2,010,358

介護予防通所リハビリテーション 693 3,740 25,520,780

介護予防福祉用具貸与 6,838 202,022 48,460,351

介護予防短期入所生活介護 52 417 2,617,737

介護予防短期入所療養介護 0 0 0

介護予防特定施設入居者生活介護 412 12,162 30,202,753

介護予防居宅療養管理指導 1,416 3,004 10,337,734

2．2．2 ① 特例介護予防サービス給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、要介護認定の効力が生じた日よりも前に、緊急その他やむを得ない理由により

指定介護予防サービスを受けた場合に要した費用(保険給付分)を支払うものであるが、実績はなかっ

た。

1． 介護予防サービス費及び特例介護予防サービス費の事業計画額と実績額

（単位：円）

費       目 事 業 計 画 額 実 績 額

介 護 予 防 サ ー ビ ス 費

150,203,000

157,847,039

特 例 介 護 予 防 サ ー ビ ス 費       0

合       計 157,847,039

2．2．3 ① 地域密着型介護予防サービス給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要支援被保険者が、指定地域密着型介護予防サービスを受けた場合に要した費用（保険給付分）を

東京都国民健康保険団体連合会を通じて、サービス事業者に支払った。

1． 地域密着型介護予防サービス費給付状況               

(単位：件、日、円）

サービス種別 件  数 日  数 給 付 額

介護予防小規模多機能型居宅介護 3 21 266,567

事 業 費

円

157,847,039

内 訳

18. 157,847,039

財  源  内  訳

(国) 37,177,753

(都) 21,241,018

(他) 77,668,862

(一) 21,759,406

事 業 費

円

0

内 訳

18. 0

事 業 費

円

266,567

内 訳

18.  266,567

財 源 内 訳

(国) 65,334

(都) 33,321

(他) 131,165

(一) 36,747

２．２．１ ①

２．２．２ ①

２．２．３ ①



－623－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

2．2．4 ① 特例地域密着型介護予防サービス給付事業

（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要支援被保険者が、要支援認定の効力が生じた日より前に、緊急その他やむを得ない理由により指

定地域密着型介護予防サービスを受けた場合に要した費用（保険給付分）を支払うものであるが、実

績はなかった。

1． 地域密着型介護予防サービス費及び特例地域密着型介護予防サービス費の事業計画額と実績額

（単位：円）

費       目 事 業 計 画 額 実 績 額

地域密着型介護予防サービス費

973,000

266,567

特例地域密着型介護予防サービス費       0

合       計 266,567

2．2．5 ① 介護予防福祉用具購入事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要支援被保険者が、厚生労働大臣が定める福祉用具の購入をした場合に要した費用（保険給付分）を

給付した。

1． 介護予防福祉用具購入費給付状況

         (単位：件）

サービス種別 申請件数

介護予防居宅介護福祉用具購入費 97

  ※1件の申請で複数の用具購入の場合あり

2． 介護予防福祉用具購入の内容等

（単位：件、円）

福 祉 用 具 の 種 類 件  数 給 付 額

腰掛便座 16 540,528

入浴補助用具 88 1,931,118

簡易浴槽 0 0

特殊尿器 0 0

移動用リフトのつり具の部分 0 0

合  計 104 2,471,646

3． 介護予防福祉用具購入費の事業計画額と実績額

(単位：円）

事 業 計 画 額 実   績   額

3,583,000 2,471,646

事 業 費

円

0

内 訳

18. 0

事 業 費

円

2,471,646

内 訳

18. 2,471,646

財  源  内  訳

(国) 605,794

(都) 308,956

(他) 1,216,176

(一) 340,720

２．２．４ ①

２．２．５ ①

  



－624－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

2．2．6 ① 介護予防住宅改修事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要支援被保険者が、厚生労働大臣が定める種類の住宅の改修をした場合に要した費用（保険給付分）

を給付した。

1． 介護予防住宅改修費給付状況              

(単位：件）

サービス種別 申請件数

介護予防住宅改修費 90

  ※1件の申請で改修内容が複数の場合あり

2． 介護予防住宅改修の内容等

（単位：件、円）

改 修 の 内 容 件 数 給 付 額

1.手すりの取付け 89 6,514,094

2.段差の解消 5 459,141

3.滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材質の変更 0 0

4.引き戸等への扉の取替え 3 285,804

5.洋式便器等への便器の取替え 0 0

6.その他 1から 5の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修 39 730,459

合 計 136 7,989,498

3． 介護予防住宅改修費の事業計画額と実績額

(単位：円）

事 業 計 画 額 実   績   額

7,635,000 7,989,498

2．2．7 ① 介護予防サービス計画給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要支援被保険者が、指定介護予防支援を受けた場合に要した費用を東京都国民健康保険団体連合会

を通じて、介護予防支援事業者に支払った。

1． 介護予防サービス計画費給付状況       

        (単位：件、円）

サービス種別 件  数 給 付 額

介護予防サービス計画費 7,754 37,660,021

事 業 費

円

7,989,498

内 訳

18. 7,989,498

財  源  内 訳

(国) 1,958,205

(都) 998,687

(他) 3,931,244

(一) 1,101,362

事 業 費

円

37,660,021

内 訳

18. 37,660,021

財  源  内  訳

(国) 9,230,372

(都) 4,707,503

(他) 18,530,666

(一) 5,191,480

２．２．６ ①

２．２．７ ①
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

2．2．8 ① 特例介護予防サービス計画給付事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、要介護認定の効力が生じた日よりも前に、緊急その他やむを得ない理由により

指定介護予防支援を受けた場合に要した費用(保険給付分)を支払うものであるが、実績はなかった。

1． 介護予防サービス計画費及び特例介護予防サービス計画費の事業計画額と実績額

（単位：円）

費       目 事 業 計 画 額 実 績 額

介 護 予 防 サ ー ビ ス 計 画 費

35,149,000

37,660,021

特例介護予防サービス計画費      0

合       計 37,660,021

2．3．1 ① 高額介護サービス事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が受けた居宅サービス、地域密着型サービス又は施設サービスに要した月々の費用

（本人負担分）が、政令で定める額（上限）を超えた場合、その超えた額を給付した。

1． 高額介護サービス費給付状況

                (単位：件、円）

種  別 件  数 給 付 額

国民健康保険団体連合会審査支払分 1,782 20,141,743

月額支給申請による償還給付分 10,953 148,091,051

2．3．2 ① 高額介護予防サービス事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要支援被保険者が受けた介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスに要した月々の費用

（本人負担分）が、政令で定める額（上限）を超えた場合、その超えた額を給付した。

1． 高額介護予防サービス費給付状況                

(単位：件、円）

種  別 件  数 給 付 額

国民健康保険団体連合会審査支払分 0 0

月額支給申請による償還給付分 131 163,375

事 業 費

円

0

内 訳

18. 0

事 業 費

円

168,232,794

内 訳

18. 168,232,794

財  源  内  訳

(国) 41,232,938

(都) 21,028,802

(他) 82,777,880

(一) 23,193,174

事 業 費

円

163,375

内 訳

18. 163,375

財  源  内  訳

(国) 40,042

(都) 20,422

(他) 80,389

(一) 22,522

２．２．８ ①

２．３．１ ①

２．３．２ ①
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

2．4．1 ① 高額医療合算介護サービス事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が受けた介護サービスと医療サービスの利用者負担額を合算し、政令で定める額を

超えた場合、その超えた額を給付した。

1． 高額医療合算介護サービス費  

            (単位：件、円）

種  別 件  数 給 付 額

高額医療合算介護サービス費 695 22,605,961

2．4．2 ① 高額医療合算介護予防サービス事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要支援被保険者が受けた介護予防サービスと医療サービスの利用者負担額を合算し、政令で定める

額を超えた場合、その超えた額を給付した。

1． 高額医療合算介護予防サービス費

            (単位：件、円）

種  別 件  数 給 付 額

高額医療合算介護予防サービス費 16 154,297

2．5．1 ① 特定入所者介護サービス事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が指定施設サービスを利用した場合に自己負担する食費・居住費（滞在費）につい

て、利用者の所得状況等に応じ、補足給付として東京都国民健康保険団体連合会を通じて、サービス

事業者に支払った。

1． 特定入所者介護サービス費給付状況

               (単位：件、日、円）

サービス種別 件  数 日  数 給 付 額

特定入所者介護サービス費 5,591 147,798 174,349,511

事 業 費

円

22,605,961

内 訳

18. 22,605,961

財  源  内  訳

(国) 5,540,661

(都) 2,825,745

(他) 11,123,296

(一) 3,116,259

事 業 費

円

154,297

内 訳

18. 154,297

財  源  内  訳

(国) 37,817

(都) 19,287

(他) 75,923

(一) 21,270

事 業 費

円

174,349,511

内 訳

18. 174,349,511

財  源  内  訳

(国) 34,470,730

(都) 30,055,563

(他) 85,788,925

(一) 24,034,293

２．４．１ ①

２．４．２ ①

２．５．１ ①
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

2．5．2 ① 特例特定入所者介護サービス事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要介護被保険者が、要介護認定の効力が生じた日よりも前に、緊急その他やむを得ない理由により

指定施設サービスを利用した場合に自己負担する食費・居住費（滞在費）について、利用者の所得状況

等に応じ、補足給付として支払うものであるが、実績はなかった。

2．5．3 ① 特定入所者介護予防サービス事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要支援被保険者が介護予防短期入所生活介護等を利用した場合に自己負担する食費・滞在費につい

て、利用者の所得状況等に応じ、補足給付として東京都国民健康保険団体連合会を通じて、サービス事

業者に支払った。

1． 特定入所者介護予防サービス費給付状況                        

(単位：件、日、円）

サービス種別 件  数 日  数 給 付 額

特定入所者介護予防サービス費 7 76 94,840

2．5．4 ① 特例特定入所者介護予防サービス事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要支援被保険者が、要支援認定の効力が生じた日よりも前に、緊急その他やむを得ない理由により、

介護予防短期入所生活介護等を利用した場合に自己負担する食費・滞在費について、利用者の所得状

況等に応じ、補足給付として支払うものであるが、実績はなかった。

2．6．1 ① 審査・支払手数料（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

東京都国民健康保険団体連合会に、居宅介護サービス費、地域密着型介護サービス費、施設介護サ

ービス費、居宅介護サービス計画費、介護予防サービス費、地域密着型介護予防サービス費、介護予防

サービス計画費、特定入所者介護サービス費及び特定入所者介護予防サービス費の請求に係る審査・

支払業務を委託した。

1． 審査・支払手数料支払状況

(単位：件、円）

種  別 件  数 金  額

審査・支払手数料 107,896 6,593,512

事 業 費

円

0

内 訳

18. 0

事 業 費

円

94,840

内 訳

18. 94,840

財  源  内  訳

(国) 23,245

(都) 11,855

(他) 46,666

(一) 13,074

事 業 費

円

0

内 訳

18. 0

事 業 費

円

6,593,512

内 訳

11. 6,593,512

  ④ 6,593,512

財  源  内  訳

(国) 1,582,131

(都) 858,112

(他) 3,244,345

(一) 908,924

２．５．２ ① ２．６．１ ①

２．５．３ ①        

２．５．４ ①        
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

3．1．1 ① 財政安定化基金拠出金（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

介護保険の財政の安定化に資する事業に必要な費用に充てるために設置されている東京都財政安定

化基金に拠出金を支出するためのものであるが、同基金の財源が充足していることから、令和 3 年度

の拠出はなかった。

4．1．1 ① 介護予防・生活支援サービス事業

（高齢介護課〔地域包括ケア推進課・介護保険課〕）

執行状況及び成果

1． 市認定ヘルパー養成研修

東大和市介護予防・日常生活支援総合事業に係る第 1 号訪問事業緩和型サービスにおいて、家事

援助を担う人材を育成することを目的に養成研修を開催した。

（単位：回、人）

実 施 時 期 回 数 実 人 数 実 施 場 所

第 1期（ 令和 3年 10月 ） 3 5 中央公民館

2． 介護予防・生活支援サービス費給付状況

要支援被保険者等が、介護予防・生活支援サービス事業を受けた場合に要した費用を、東京都国

民健康保険団体連合会を通じて、サービス事業者に支払った。             

(単位：件、日又は回、円）

サービス種別 件数 日数又は回数 給 付 額

第 1号

訪問事業

国基準相当サービス 764 4,638 13,674,929

緩和型サービス 2,743 13,788 34,793,288

小  計 3,507 18,426 48,468,217

第 1号

通所事業

国基準相当サービス 1,281 7,650 33,485,393

緩和型サービス 4,917 27,600 105,938,816

短期集中予防サービス 0 0 0

小  計 6,198 35,250 139,424,209

合  計 9,705 53,676 187,892,426

3． 高額介護予防・生活支援サービス費給付状況

要支援被保険者等が受けた第 1号事業に要した月々の費用（本人負担分）が、規則で定める額（上

限）を超えた場合、その超えた額を給付した。    

(単位：件、円）

種  別 件  数 給 付 額

国民健康保険団体連合会審査支払分 0 0

月間支給申請による償還給付分 84 180,062

4． 高額医療合算介護予防・生活支援サービス費相当給付状況

要支援被保険者が受けた第 1号事業と医療サービスの利用者負担額を合算し、規則で定める額を

超えた場合、その超えた額を給付した。

                 (単位：件、円）

種  別 件  数 給 付 額

高額医療合算介護予防・生活支援サービス費 14 260,703

事 業 費

円

0

内 訳

18. 0

事 業 費

円

188,771,581

内 訳

1. 0

8. 0

11. 9,890

① 9,890

12. 428,500

18. 188,333,191

財 源 内 訳

(国) 56,497,296

(都） 23,596,448

(他) 82,698,639

(一） 25,979,198

３．１．１ ①

４．１．１ ①
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

4．1．2 ① 介護予防ケアマネジメント事業（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

要支援被保険者等が、第 1 号介護予防支援を受けた場合に要した費用を東京都国民健康保険団体連

合会を通じて、介護予防支援事業者に支払った。

           (単位：件、円）

サービス種別 件  数 給 付 額

介護予防ケアマネジメント費 4,177 17,515,626

4．2．1 ① 一般介護予防事業（高齢介護課〔地域包括ケア推進課〕）

執行状況及び成果

1． 介護予防把握事業

（1） 基本チェックリストの実施

75歳以上で奇数歳の方を対象に、基本チェックリスト（生活機能に関するアンケート）を送付し、

対象者から返送された質問票の結果に基づき、要介護状態等となるおそれの高い虚弱な状態にある

と認められる者に対して、介護予防普及啓発事業の案内を実施した。         

                           （単位：人）

項    目 人 数

基本チェックリスト発送者数 4,510

基本チェックリスト返送者数 4,106

基本チェックリスト未返送者数 404

返

送

者

内

訳

生活機能の低下なし 2,775

生活機能の低下あり 1,331

内 訳

(延べ人数)

日常生活の改善 287

運動器の機能向上 763

栄養改善 78

口腔機能の向上 831

閉じこもり予防・支援 157

認知症予防・支援 1,331

うつ予防・支援 1,271

事 業 費

円

17,515,626

内 訳

18. 17,515,626

財 源 内 訳

(国） 5,242,237

(都） 2,189,453

(他) 7,673,394

(一） 2,410,542

事 業 費

円

13,735,258

内 訳

7. 452,500

10. 504,802

① 302,732

④ 189,970

⑥ 12,100

⑨ 0

11. 1,009,287

① 943,087

⑥ 66,200

12. 11,686,829

17. 81,840

財 源 内 訳

(国） 4,110,815

(都） 1,716,907

(他) 6,017,257

(一） 1,890,279

４．１．２ ①

４．２．１ ①
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

（2） 基本チェックリスト未返送者に対する支援

基本チェックリスト未返送者に対し、対象となる方の生活状況等を把握するため、高齢者ほっと

支援センター及び高齢者見守りぼっくすの職員が、対象者の自宅訪問等を行い、生活状況等の聞き

取りを行った。

※支援対象者数 324人（基本チェックリスト未返送者のうち、令和 3年 11月 8日時点において住

民であり、要支援・介護認定を受けていない者）

                        （単位：人）

支 援 実 施 機 関 把握件数

高齢者ほっと支援センター

いもくぼ 31

きよはら 10

なんがい 28

高齢者見守りぼっくす

ならはし 56

しんぼり 61

なんがい 71

合   計 257

2． 介護予防普及啓発事業

（1） 楽しみマッスル教室

第 1 号被保険者のうち希望者に対し、高齢者向けに負荷量を調節できる機器を使い、専門スタッ

フの指導のもとで筋力やバランス能力、柔軟性の向上等を図った。

（単位：回、人）

実 施 時 期 回  数 実 人 数 延 人 数 実 施 場 所

第 1期（ 6月～ 8月） 9 10 50

東大和市ロンド

みんなの体育館

第 2期（ 6月～ 8月） 9 9 50

第 3期（ 8月～11月） 14 9 90

第 4期（ 8月～11月） 14 10 105

第 5期（ 12月～ 3月） 14 6 76

第 6期（ 12月～ 3月） 14 9 82

合  計 74 53 453

   ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、実施時期及び開催回数を一部変更し

た。

（2） いきいき運動プラス

第 1 号被保険者のうち希望者に対し、健康運動指導士等が転倒予防のためのトレーニングや認知

機能の低下防止のためのレクリエーションを行った。また、管理栄養士、歯科衛生士等が低栄養改

善、口腔体操等の口腔機能改善に必要な知識を学ぶための講座を行った。

（単位：回、人）

実 施 時 期 回 数 実 人 数 延 人 数 実 施 場 所

第 1期（ 6月～ 8月） 11 11 78 清原市民センター

第 2期（ 8月～12月） 14 9 102 上北台市民センター

第 3期（12月～ 3月） 14 9 93 奈良橋市民センター

合    計 39 29 273

   ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、実施時期及び開催回数を一部変更し

た。
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

（3） 東大和元気ゆうゆう体操 in市役所中庭

東大和元気ゆうゆう体操の普及のため、市役所中庭にて月 1回実施した。

                   （単位：人）

回 実施日 参 加 者 数

1 3.4.5 天候不良のため中止

2 3.5.10 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から中止

3 3.6.7 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から中止

4 3.7.5 天候不良のため中止

5 3.10.4 55

6 3.11.1 39

7 3.12.6 50

8 4.1.17 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から中止

9 4.2.7 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から中止

10 4.3.7 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から中止

合 計 144

（4） 介護予防講演会の開催

65歳以上高齢者及び介護予防活動に興味を持つ市民を対象に、介護予防等に関する知識や技術の

普及啓発を目的とした講演会を実施している。令和 3年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大

防止の観点からオンライン実施を予定していたが、十分な申込みがなかったため中止とした。

開催日 内   容 講師 参加者数

4.2.21
「認知症予防体

験セミナー」

高畑 祐子

（株式会社学研ホールディングス認知症予

防研究室）

※あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

との地域包括連携協定による

―

（5） 新型コロナウイルス感染症対策

サロン活動をしている介護予防リーダー及び東大和元気ゆうゆう体操自主グループのうち希望す

るものに非接触型体温計を貸与した。
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

3. 地域介護予防活動支援事業

（1） 介護予防リーダー養成講座

介護予防リーダーとして地域で介護予防に関する取組を実践するために、必要な知識と技術を習

得することを目的とした講座を開催した。令和 3年度は 7人の介護予防リーダーを認定した。

（場所：会議棟・中央公民館）

（単位：人）

回数 項目 実施日 内  容 参加者数

事前説明会 3.6.15 介護予防リーダー養成講座の趣旨を理解する。 9

1
介護予防リーダ

ーとは
3.8.6

介護予防とは何か、介護予防が必要とされてい

る理由を理解する。

介護予防リーダーの役割について学習する。

7

2
老年学と介護予

防
3.8.13

介護予防のターゲットである「老年症候群」を

理解する

地域における主体的な介護予防への取組の重

要性について理解する。

7

3

東大和市の介護

予防の現状Ⅰ・

Ⅱ

3.8.20

東大和市の介護予防に関して、自治体が行って

いる取組について理解する。また、市内の介護

予防リーダーの取組について理解する。

7

4
介護予防に必要

な運動学
3.8.27

運動器の機能向上に関して必要な運動学、解剖

学、運動療法などの知識を習得する。
7

5 口腔機能の向上 3.9.3
口腔機能の向上に関して必要な、解剖生理学、

嚥下に必要な機能などの知識を習得する。
7

6
高齢期の栄養改

善
3.9.10

栄養改善に関して必要な高齢者特有の栄養学

的特徴、栄養改善に必要な知識などを習得す

る。

7

7
老年症候群の早

期発見
3.9.17

「老年症候群」を早期に発見する手段である

「おたっしゃ２１」を学習し、体力の具体的な

測定方法を習得する。

7

8

転倒予防・筋力

増強トレーニン

グ

3.9.24
転倒予防に関して、転倒の要因及び転倒を予防

するトレーニング方法を習得する。
7

9
介護予防地域資

源調査報告
3.10.1

地域の概要や介護予防活動に関連する施設の

状況調査を行い、介護予防リーダーに求められ

る活動内容について報告する。

7

10
ボランティア実

践論
3.10.8

介護予防リーダーに期待されている役割を整

理し、活動グループの立ち上げやその活性化に

向けての具体的な方法を学ぶ。

7

11

社会福祉協議会

について

達成度試験

修了論文作成に

ついて

3.10.15

社会福祉協議会の取組について理解する。

介護予防リーダーとして活動をしていく上で

の課題を整理し、修了論文を作成する。

7
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

（単位：人）

回数 項目 実施日 内  容 参加者数

12
認知症サポータ

ー養成講座
3.10.22

認知症について基礎知識や認知症を取り巻く

現状、認知症サポーターの役割を理解する。
7

13
介護予防活動見

学

3.9月～

10月

介護予防活動の見学を通して、介護予防リーダ

ーの役割や、活動方法を学習する。また、リー

ダー間の情報交換を行う。

7

14
修了論文発表会

練習
3.12.3

修了論文のポイントを整理し、時間内で発表が

できるように練習する。
7

15
修了論文発表会

修了式
3.12.17 修了論文の発表会・修了式 7

（2） 体操普及推進員養成講座

体操の普及啓発活動や介護予防活動等のため「東大和元気ゆうゆう体操」を正しく実践するため

の知識と技術を習得することを目的とした講座を開催する予定であったが、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止の観点から中止とした。

なお、代替として既存の体操普及推進員に対しステップアップ講座を実施した。

（単位：人）

回数 実施日 実施場所 内  容 参加者数

1 4.2.25

奈良橋市民

センター

【講義】オリエンテーション

【実技】東大和元気ゆうゆう体操の動作について

(立位の復習)

5

2 4.3.4
【実技】東大和元気ゆうゆう体操の動作について

(立位・座位の復習)
6

3 4.3.18

【実技】東大和元気ゆうゆう体操の動作について

(立位・座位の復習)

【座談会】参加者同士の交流

4

（3） 東大和元気ゆうゆう体操普及検討会

高齢者関係機関や介護予防自主グループの市民等が、東大和市全体における「東大和元気ゆうゆ

う体操」の普及方法の検討を行う目的で体操普及検討会を開催した。

「東大和元気ゆうゆう体操」普及検討会委員（17人）

                     （単位：人）

所 属 人数

東大和市スポーツ推進委員 1

東大和市民生委員・児童委員協議会 1

東大和市シニアクラブ連合会 1

介護予防自主グループ代表 2

体操普及推進員 6

体操普及推進員養成講座講師 2

音楽関係者 1

高齢者ほっと支援センターいもくぼ 1

高齢者ほっと支援センターきよはら 1

高齢者ほっと支援センターなんがい 1
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算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

（単位：人）

回数 実施日 場所 内  容
参加者

（検討会委員）

1 3.4.19 会議棟
・体力測定会について

・体操普及推進員養成講座について 他
14

2 4.1.12 会議棟

・体力測定会の報告

・体操普及推進員のフォローアップ「体操普及推

進員ステップアップ講座」について

・体操普及推進員養成講座について 他

10

（4） 介護予防リーダー支援

介護予防リーダー養成講座修了生等を対象として、地域における介護予防活動の開始及び継続を

支援する目的で連絡会等を実施した。

(単位：人)

回数 実施日 場所 内  容 参加者

1 3.6.3 会議棟
【連絡会】新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の

観点から、資料配布による情報提供のみを行った。
55

2 3.11.26 会議棟

【講習会】「高齢者の筋力トレーニングとその指導や運

営上の注意点について」

講師：江尻 愛美（東京都健康長寿医療センター）

41

（5） 体操普及推進員支援

体操普及推進員養成講座修了生を対象に、体操普及啓発活動の開始及び継続を支援する目的で連

絡会等を実施した。

(単位：人)

回数 実施日 場所 内  容 参加者

1 3.6.3 会議棟
【連絡会】新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の

観点から、資料配布による情報提供のみを行った。
56

2 3.9.14
中央公民

館ホール

【講習会】「東大和元気ゆうゆう体操の動きの復習とそ

の効果について」

講師：小島 基永（東京医療学院大学教授）

49

3 4.1.24 会議棟

【講習会】「普通救命講習」

講師：北多摩西部消防署

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から

中止。

－
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

（6） 東大和元気ゆうゆう体操自主グループ活動

市内において、体操普及推進員及び介護予防リーダーを中心に、体操の自主グループ活動をしてい

る。令和 3年度末時点においては、20箇所（うち１箇所休止中）で活動を行っている。

(単位：人)

地 域 実施場所 参加者数 地 域 実施場所 参加者数

向原中央地区 向原中央公園 53 新堀地区 新堀こども広場 39

湖畔地区 二ツ池公園横 36 南街地区 協和こども広場 9

奈良橋地区
奈良橋市民

センター
24 中央地区

市役所中庭

（中央公民館前）
23

清原地区 清原北公園 休止中 桜が丘地区 都立東大和南公園 35

高木地区 高木公園 20 狭山地区
狭山 4丁目アパート

広場
14

蔵敷地区 芝中中央公園 40 多摩湖地区 多摩湖下えん堤前 26

上北台地区
上北台市民

センター
30 向原南地区 向原南公園 20

湖畔地区

（座位）
湖畔集会所 11 清水南地区 清水こども広場 23

清水地区 清水公園 30
南街光が丘

地区
第一光ヶ丘公園 25

公社上北台地区
コミュニティーサロン

（上北台団地内）
19 上仲原地区 上仲原公園 43

（7） 東大和市介護支援いきいき活動事業

市内在住の第 1 号被保険者がボランティア活動を通して相互に助け合いながら介護の実情を理解

してもらうと共に、自身の介護予防を目指すことを目的とし、ボランティア活動の回数、時間に応

じてポイントを付与し、ポイントに応じて転換金の交付を行う事業を社会福祉法人東大和市社会福

祉協議会に委託して行った。76人の登録者のうち、24人が活動を行った。

（8） 東大和元気ゆうゆうポイント

介護予防活動に参加した 65 歳以上の方等を対象に、活動 1 回につき 1 ポイントを付与すること

により、介護予防活動への参加を促進し、高齢者の健康寿命の延伸と介護予防活動の活性化を図っ

た。また、参加者が取得したポイントについては、交換期間中に、所定のポイントごとに景品と交

換を行った。

令和 3 年度においては、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、一定の条件を満た

せば、自宅での活動についてもポイント付与の対象とし、原則郵送での景品交換とした。また、登

録団体に対して衛生用品購入の支援を行った。

事業は、平成 29年 12月 1日から開始し、東大和市社会福祉協議会に委託した。

（単位：件、人）

登録活動数 延参加人数 景品交換数

61 24,260 546

※延参加人数及び景品交換数には、特別事業分を含む。
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

4．3．1 ① 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

（高齢介護課〔地域包括ケア推進課〕）

執行状況及び成果

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、介護支援専門員、主治医、地域の関係機

関等の連携、在宅と施設の連携など地域において、多職種相互の協働等により連携し個々の高齢者の状

況や変化に応じて、包括的かつ継続的なケアマネジメントが提供されるよう、地域における連携・協働

の体制づくりや個々の介護支援専門員に対する支援等を行うことを目的として実施した。

1． 東大和市地域包括ケア推進会議の開催

地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した

日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい、生活支援等のサービスが包括

的に確保される体制、地域包括ケアシステムの構築及び推進を図るため、東大和市地域包括ケア推

進会議を開催し、各専門部会の報告についての協議や情報共有、連携を行った。

第 2期地域包括ケア推進会議

任 期 平成 31年 1月 1日～令和 3年 12月 31日

委員数 23人

委員構成

①公益社団法人 東大和市医師会 3人

②一般社団法人 東京都東大和市歯科医師会 1人

③一般社団法人 東大和市薬剤師会 1人

④介護保険サービス事業者 8人

⑤東大和市社会福祉協議会 1人

⑥東大和市高齢者ほっと支援センター 3人

⑦東大和市内の病院 1人

⑧東大和市内の訪問診療を専門とする診療所 1人

⑨東大和警察署 1人

⑩北多摩西部消防署 1人

⑪多摩立川保健所 1人

⑫東大和市職員 1人

（単位：人）

開催日 主 な 協 議 内 容 出席者数

3.11.26 

（オンライン

開催）

・令和 3年度の活動方針と活動報告について

①在宅医療介護連携推進部会の報告

②認知症対策推進部会の報告

③生活支援体制整備推進部会の報告

④地域ケア会議の報告

20 

事 業 費

円

85,690,858

内 訳

7． 210,000 

10． 48,116 

① 48,116 

11. 94,471 

① 31,991 

⑤ 62,480 

12. 85,338,271  

13. 0 

財 源 内 訳

(国) 37,782,257 

(都) 16,495,490 

(他) 13,835,997 

(一) 17,577,114 
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

第 3期地域包括ケア推進会議

任 期 令和 4年 1月 1 日～令和 6年 12月 31日

委員数 23人

委員構成

①公益社団法人 東大和市医師会 3人

②一般社団法人 東京都東大和市歯科医師会 1人

③一般社団法人 東大和市薬剤師会 1人

④介護保険サービス事業者 8人

⑤東大和市社会福祉協議会 1人

⑥東大和市高齢者ほっと支援センター 3人

⑦東大和市内の病院 1人

⑧東大和市内の訪問診療を専門とする診療所 1人

⑨東大和警察署 1人

⑩北多摩西部消防署 1人

⑪多摩立川保健所 1人

⑫東大和市職員 1人

（単位：人）

開催日 主 な 協 議 内 容 出席者数

4.3.18 

（オンライン

開催）

・座長及び副座の選任

・令和 3年度の活動報告について

①在宅医療介護連携推進部会の報告

②認知症対策推進部会の報告

③生活支援体制整備推進部会の報告

④地域ケア会議の報告

・地域ケア会議からの平成 30 年度検討課題の取組状況につ

いて

・東大和市地域包括ケア推進会議設置要綱等の一部改正につ

いて

22 

2． 地区別地域ケア会議の開催

例年、包括的・継続的ケアマネジメントを効果的に実施するために、地域課題を抽出し、地域に

共通した課題について、多職種がどのように課題解決に取り組むことができるかを検討するため、

各高齢者ほっと支援センター（いもくぼ・きよはら・なんがい）が地区別地域ケア会議を開催して

いたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、実施しなかった。

3． 地域ケア全体会の開催

例年、地区別地域ケア会議の内容から、地域課題を抽出し、地域に共通した課題について、実現

可能な支援策を検討するとともに、多職種協働による地域包括ケアシステムを構築することを目的

として地域ケア全体会を開催しているが、地区別地域ケア会議を実施しなかったため、小地域ケア

会議から地域課題を抽出して、オンラインを併用した対面形式にて開催した。

（単位：人）

実施日 開 催 内 容 出席者数 開催場所

3.12.4 

（オンライン

開催）

「地域のネットワークづく

り～点を線にするシステ

ムづくり～」

134 
中央公民館ホール

会議棟

４．３．１ ①



－638－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

4． 地域ケア会議研修会の開催

地域ケア会議の意義や重要性とともに、会議の展開や検討事項について学ぶことを目的として、

オンラインにて講師による講義及びグループワークを開催した。

（単位：人）

実施日 対 象 者 開 催 内 容 講師 出席者

4.1.14
・高齢者ほっと支援

センター職員 ①地域ケア会議の意義や重要性に

ついて講義

②模擬会議（小地域ケア会議）

③模擬会議を受けて、グループワ

ーク

④各グループからの発表

高室 成幸

（ケアタウン

総合研究所）

21

4.1.17

4.1.18

・市内の介護支援専

門員

・高齢者ほっと支援

センター職員

・高齢者見守りぼっ

くす職員等

56

5． 総合相談業務

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるよう、

地域における関係者とのネットワークを構築するとともに、高齢者の心身の状況や生活の実態、必要

な支援等を幅広く把握し、相談を受け、地域における適切な保健・医療・福祉サービス機関又は制度

の利用につなげる等の支援を行うことを目的として、総合的な相談を高齢者ほっと支援センター（い

もくぼ・きよはら・なんがい）で実施した。

（単位：件、人）

内  容 いもくぼ きよはら なんがい 計

年間相談延件数 14,501 19,861 14,027 48,389

（うち訪問件数） 1,504 3,114 2,476 7,094

年間相談実人数 3,186 3,287 2,444 8,917

（うち訪問人数） 735 872 688 2,295

高齢者実態把握実人数 478 346 358 1,182

6． 権利擁護相談及び虐待相談に係る業務

地域の住民、民生委員、介護支援専門員などの支援だけでは十分に問題が解決できない、適切な

サービス等につながる方法が見つからない等の状況にある高齢者が、地域において尊厳のある生活

を維持し、安心して生活を行うことができるよう、成年後見制度の利用に係る相談、高齢者虐待に

係る相談、対応困難事例等に対する相談等を、高齢者ほっと支援センター（いもくぼ・きよはら・

なんがい）で実施した。

（単位：件）

事 業 内 容 いもくぼ きよはら なんがい 計

権 利 擁 護 相 談 121 196 73 390

高齢者虐待相談 320 679 196 1,195

４．３．１ ①



－639－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

7． 高齢者ほっと支援センター相談協力員連絡会議

例年、いもくぼ・きよはら・なんがいの各高齢者ほっと支援センターが事務局となり、民生委員に

「高齢者ほっと支援センター相談協力員」の就任を依頼し、地域の高齢者等への福祉保健サービスや

高齢者ほっと支援センターの紹介、情報交換、連携・協力体制の円滑化を目的として開催していた

が、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、実施しなかった。

4．3．2 ① 任意事業（高齢介護課〔地域包括ケア推進課〕）

執行状況及び成果

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続していくことができるよう、被保険者及び要介護被

保険者を現に介護する者等に対し、地域の実情に応じた必要な支援を行うことを目的として実施した。

1． 家族介護継続支援事業（家族介護慰労金）

要介護 4 又は要介護 5の認定を受けた方のうち、認定を受けた日以後 1 年以上の期間、家族等の

介護者が介護していたことにより、介護給付等対象サービス（一部を除く。）を利用しなかった方

について、所得要件等に該当している場合に、介護者に対して 10万円の慰労金を支給するものであ

る。

令和 3年度は、実績がなかった。

2． 成年後見制度利用支援事業

老人福祉法に規定する市長による審判の請求が必要な高齢者（申立てを行う親族等がいない重度

の認知症高齢者）について、9件の審判の請求を行った。

また、成年後見人等の報酬について、6件の助成を行った。

4．3．3 ① 在宅医療・介護連携推進事業（高齢介護課〔地域包括ケア推進課〕）

執行状況及び成果

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で安心して生活を継続していくことがで

きるよう、市及び地域における医療・介護関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療や介護サービ

スを一体的に提供できる体制づくりを目的として実施した。

1． 在宅医療・介護連携推進のための地域における多職種連携研修会の開催

地域の医療・介護関係者など、多職種間の相互の理解や、情報共有を図るため、多職種連携研修

会をオンライン形式で開催した。

（単位：人）

開催日 内 容 講師 参加者数

3.6.25
【テーマ】ケアマネジャーの仕事を

知ってよりよい連携をしよう！

・伊藤 仁（ケアマネットやまと代表

幹事：風の樹居宅介護支援事業所）

・東 裕貴（ケアマネットやまと副代

表幹事：ケアセンター藍）

・宮沢 美江（ケアマネットやまと会

員：ケアサポートあすなろ）

・小笠原 靖子（高齢者ほっと支援セ

ンターいもくぼ）

77

事 業 費

円

1,296,140

内 訳

7. 0

8. 0

10. 40,800

  ① 40,800

11. 202,340

① 121,440

④ 80,900

19. 1,053,000

財  源  内  訳

(国) 538,803

(都) 235,221

(他) 197,260

(一) 324,856

事 業 費

円

13,830,416

内 訳

7. 227,500

10. 29,436

① 29,436

11. 73,480

① 11,000

⑤ 62,480

12. 13,500,000

13. 0

財 源 内 訳

(国) 6,039,358

(都) 2,662,355

(他) 2,291,775

(一) 2,836,928

事 業 費

４．３．１ ①

４．３．２ ①
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－640－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

2． 東大和市地域包括ケア推進会議専門部会（在宅医療介護連携推進部会）の開催

在宅医療介護連携に関する専門的事項について協議を行うため、東大和市地域包括ケア推進会議

専門部会（在宅医療介護連携推進部会）を開催し、在宅医療介護連携推進に関する専門的事項につ

いての協議や情報共有、連携を行った。

第 2期在宅医療介護連携推進部会

任 期 平成 31年 1月 1日～令和 3年 12月 31日

委員数 15人

委員構成
①地域包括ケア推進会議委員 5人

②関係機関の代表者又は実務担当者 10人

第 3期在宅医療介護連携推進部会

任 期 令和 4年 1月 1 日～令和 6年 12月 31日

委員数 15人

委員構成
①地域包括ケア推進会議委員 5人

②関係機関の代表者又は実務担当者 10人

（単位：人）

開催回 開催日 主 な 協 議 内 容 出席者数

第 1回 3.6.1 

・部会の活動報告等について

・高齢者福祉計画・第 8期介護保険事業計画の概要説明につ

いて

・今年度の活動方針について

14 

第 2回

3.8.27 

（オンライン

開催）

・（仮称）在宅療養ハンドブックの作成について

・医療と介護の連携シートについて

・多職種情報共有体制の構築について

・多職種連携研修会について（報告）

13 

第 3回

3.12.17 

（オンライン

開催）

・令和 3年度第 1回地域包括ケア推進会議について

・在宅療養ハンドブック（案）について

・多職種情報共有体制の構築について

・ＡＣＰ普及啓発の取り組みについて（報告）

・今後の部会で取り組むこと

13 

４．３．３ ①



－641－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

3． 東大和市在宅医療・介護連携支援センターの設置

在宅で療養する高齢者が住み慣れた地域で安心して在宅療養生活を送るために、在宅医療と在宅

介護のサービス提供に必要な関係機関同士が円滑に連携を図るための支援を行うことを目的とし

て、東大和市在宅医療・介護連携支援センターを市内 2 箇所に設置し、関係機関からの相談を実施

した。

（単位：件）

相 談 者 いもくぼ なんがい

介護支援専門員 439 50

高齢者ほっと支援センター 207 51

医療機関 498 70

サービス事業者 383 301

行政機関 110 4

その他 501 7

合   計 2,138 483

4．3．4 ① 生活支援体制整備事業（高齢介護課〔地域包括ケア推進課〕）

執行状況及び成果

住み慣れた地域における高齢者の在宅生活の支援を目的として、生活支援サービスを担う様々な事

業主体や地域住民と連携しながら、多様な日常生活上の支援が高齢者に提供される体制の確立と、高齢

者の社会参加の促進とを一体的に図る取組を実施した。

1． 生活支援コーディネーターの配置

生活支援サービスの提供体制の構築に向けて、地域におけるコーディネート機能を果たす、第 1層

生活支援コーディネーター1人と、第 2層生活支援コーディネーター3人を配置し、連絡会を 23回開

催した。

2． 第 2層協議体の設置

地域で不足する資源の開発のため、地域住民が主体となり、定期的に地域課題等の情報共有及び、

連携強化を行う場として、第 2層協議体を設置した。

                                                                        （単位：人）

地域 設置時期 構成員数 開催回数 愛 称

清原・新堀 30.8.13 9 7 ささえあい♡ 清原・新堀

多摩湖・狭山・清水 31.1.18 10 6 さやま･しみず楽しみたい♧

南街・桜が丘 1 丁

目・中央
31.4.18 9 8

優しいまちづくり

N・S・C ぽつぽつ隊

芋窪・蔵敷 元.9.11 8 9
みんなが寄り添う

いもくぼ・ぞうしき

向原・仲原 元.9.12 9 6 M・N 原っぱ

立野・桜が丘 2-4 丁

目・上北台
元.12.17 8 3 ゆずり葉 T・S・K プロジェクト

湖畔・高木・奈良橋 2.6.23 10 2 愛称なし

事 業 費

円

16,379,056

内 訳

7. 201,200

10. 11,567

  ① 11,567

11. 54,540

① 11,990

⑤ 39,050

  ⑥ 3,500

12. 16,111,749

13. 0

財 源 内 訳

(国) 7,152,278

(都) 3,152,968

(他) 2,714,099

(一) 3,359,711

４．３．３ ①
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－642－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

3． 東大和市地域包括ケア推進会議専門部会（生活支援体制整備推進部会）の開催

生活支援サービスの多様な提供主体が参画する東大和市地域包括ケア推進会議専門部会（生活支

援体制整備推進部会）を開催し、生活支援体制整備に関する専門的事項についての協議や情報共有、

連携等を行った。

第 2期生活支援体制整備推進部会

任 期 平成 31年 1月 1日～令和 3年 12月 31日

委員数 16人

委員構成
①地域包括ケア推進会議委員 2人

②関係機関の代表者又は実務担当者 14人

第 3期生活支援体制整備推進部会

任 期 令和 4年 1月 1 日～令和 6年 12月 31日

委員数 16人

委員構成
①地域包括ケア推進会議委員 2人

②関係機関の代表者又は実務担当者 14人

  （単位：人）

開催回 開催日 主 な 協 議 内 容 出席者数

第 1回
3.7.20

（書面開催）

・東大和市高齢者福祉計画・第 8期介護保険事業計画につい

て

・令和 2年度生活支援体制整備事業実施状況について

・生活支援体制整備事業における中・長期目標と取組案につ

いて

16

第 2回

3.10.22

（オンライン

開催）

・令和 3年度生活支援体制整備事業実施状況の報告について

・東大和市と株式会社エコスとの包括連携協定について

・通いの場交流会～笑談会～について

14

第 3回

4.2.4

（オンライン

開催）

・地域包括ケアシステム及び生活支援体制整備事業について

・これまでの生活支援体制整備推進部会の状況について

・令和 3年度生活支援体制整備事業実施状況の報告について

・通いの場交流会～笑談会～

・グループワーク

・その他連絡事項

15

4． 通いの場交流会の開催

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から中止とした。

４．３．４ ①



－643－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

4．3．5 ① 認知症総合支援事業（高齢介護課〔地域包括ケア推進課〕）

執行状況及び成果

認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、必要な医療、介護及び生活

支援の有機的な連携のためのネットワークを形成し、その強化による地域支援体制の構築と認知症ケ

アの向上を図ることを目的として実施した。

1． 認知症地域支援推進員の配置

事業を中心となって行う認知症地域支援推進員を 3 人配置し、小学生及び中学生向け認知症サポ

ーター養成講座や認知症のための地域における多職種連携研修会、認知症講演会の企画・運営、関

係機関のネットワーク構築等を行った（連絡会を 24回開催）。

2． 認知症初期集中支援チームの設置

認知症が疑われる人やその家族等に対する、早期診断・早期対応に向けた支援を行う、認知症初期

集中支援チームを地域連携型認知症疾患医療センター（東大和病院）に設置。令和 3年度に新規 1件

の対応を行った。

設置年月日 平成 30年 4月 1日

チーム数 1チーム（3人）

チームの構成

医師 1人

看護師 1人

社会福祉士 1人

3． 認知症のための地域における多職種連携研修会の開催

  認知症の人やその家族を支援する、地域の医療機関や介護関係者等の専門職を対象とし、認知症に

対する理解を深め認知症ケアの質の向上を目的に、研修会を 1回開催した。

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、オンラインによる研修を行った。

（単位：人）

開催日 開 催 内 容 講師及び協力者 参加者数

4.3.11

「高齢者の運転免許証自主返納につ

いて知ろう」

①講演「高齢者の運転免許自主返納

及び運転免許更新時の認知症検診の

状況等について」

②「シニアカーで元気にお出掛け～

シニアカーの紹介」

①講師

東大和警察署職員

②協力者

シニアカー4社

28

事 業 費

円

9,651,080

内 訳

7. 154,000

10. 150,268

  ① 150,268

11. 60,812

  ① 6,142

⑤ 54,670

  ⑥ 0

12. 9,286,000

財 源 内 訳

(国) 4,214,358

(都) 1,857,833

(他) 1,599,236

(一) 1,979,653

４．３．５ ①

  



－644－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

4． 認知症講演会の開催

  認知症になっても住みやすい地域づくりを目指し、市民が認知症の正しい知識を持ち、理解を深め

ることを目的に講演会を 1回開催した。

（単位：人）

開催日 開催場所 開 催 内 容 講師 参加者数

3.12.16 中央公民館
「認知症になっても安心

して生活できる地域へ」

高齢者ほっと支援センタ

ーきよはら認知症地域支

援推進員

38

5． 東大和市地域包括ケア推進会議専門部会（認知症対策推進部会）の開催

東大和市地域包括ケア推進会議専門部会（認知症対策推進部会）を開催し、地域の実情を踏まえ、

認知症支援に関する専門的事項について協議を行った。

第 2期認知症対策推進部会

任 期 平成 31年 1月 1日～令和 3年 12月 31日

委員数 13人

委員構成
①地域包括ケア推進会議委員 6人

②関係機関の代表者又は実務担当者 7人

第 3期認知症対策推進部会

任 期 令和 4年 1月 1 日～令和 6年 12月 31日

委員数 13人

委員構成
①地域包括ケア推進会議委員 4人

②関係機関の代表者又は実務担当者 9人

（単位：人）

開催回 開催日 主 な 協 議 内 容 出席者数

第 1回

3.6.4

（オンライン

開催）

・第 7期介護保険事業計画における認知症施策の令和

2年度事業実施状況報告

・令和 2年度東大和市認知症初期集中支援チームの活

動報告（認知症初期集中支援チーム検討委員会）

・第 8期介護保険事業計画の概要説明について

・第 8期介護保険事業計画における認知症施策の令和

3年度の計画

・認知症身元不明者対応（仮称）について

・チームオレンジについて

11

第 2回

3.10.29

（オンライン

開催）

・認知症身元不明者対応（仮称）のネーミングについて

・令和 3年度東大和市認知症初期集中支援チームの活

動報告（認知症初期集中支援チーム検討委員会）

・第 8期介護保険事業計画の専門職向け研修「意思決

定支援」について

・令和 3年度認知症に関連した取組状況報告

・認知症の方やご家族の課題や事例等について検討

11

 

４．３．５ ①

  



－645－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

6． 認知症サポーター養成講座の実施

「認知症サポーター」とは、認知症について正しい知識を持ち、地域や職域で認知症の人や家族

に対して、できる範囲での手助けをする人のことである。

市では、市民等に対し養成講座を実施し、講座修了者に対し、「認知症サポーター」であること

を示すオレンジリングを配布した。

令和 3年度修了者数      416人

令和 3年度末現在延修了者数 5,724人

（1） 市民向け（定期開催）                       （単位：人）

実施日 場    所 修了者数 実施日 場    所 修了者数

3.6.26 湖畔集会所 9 4.2.26
会議棟

（会場及びオンライン）
11

3.10.22 向原市民センター 10

（2） 団体向け                             （単位：人）

実施日 団 体 名 修了者数 実施日 団 体 名 修了者数

3.5.28
第二中学校

第一学年
106 3.11.16

第十小学校

第四学年
125

3.10.20
第七小学校

第五学年
52 3.11.30

イトーヨーカドー

東大和店
21

3.10.22
介護予防リーダー

養成講座受講者
7 3.12.2

第九小学校

第五学年
46

3.10.22 三多摩健康友の会 15

（3） 市職員向け                              (単位：人)

実施日 場    所 対    象 修了者数

3.4.5 会議棟 令和 3年度新入職員等 14

4．4．1 ① 審査・支払手数料（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

東京都国民健康保険団体連合会に、第 1 号訪問事業国基準相当サービス費、第 1 号訪問事業緩和型

サービス費、第 1 号通所事業国基準相当サービス費、第 1 号通所事業緩和型サービス費、第 1 号通所

事業短期集中型サービス費、第 1号介護予防支援事業費の請求に係る審査・支払業務を委託した。

1． 審査・支払手数料支払状況

(単位：件、円）

種  別 件  数 金  額

審査・支払手数料 9,685 591,841

事 業 費

円

591,841

内 訳

11.      591,841

④     591,841

財  源  内  訳

(国)     177,132

(都)      73,980

(他)  259,279

(一)      81,450

４．３．５ ①

４．４．１ ①
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予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

5．1．1 ① 多職種情報連携支援事業（高齢介護課〔地域包括ケア推進課〕）

執行状況及び成果

医療と介護の関係者がＩＣＴを活用しながら、効果的に情報を共有し、在宅療養患者を支えるネッ

トワーク体制を構築することを目的に、多職種情報連携支援事業に対する補助を行った。

1. 補助状況                                      （単位：円）

補 助 対 象 法 人 補 助 金 額

公益社団法人東大和市医師会 1,480,677

5．1．1 ② 在宅高齢者支援事業（高齢介護課〔地域包括ケア推進課〕）

執行状況及び成果

高齢社会が進展している状況の中で、住み慣れたまちで高齢者が安全に安心して暮らせることを目

的に、高齢者福祉施策として次のように事業を実施した。

1. 寝具の乾燥及び水洗い

身体上の障害のため寝具の自然乾燥等が困難な 65 歳以上のひとりぐらし高齢者及び高齢者のみの

世帯に、寝具の乾燥及び水洗いを実施し、衛生と健康の保持を図った。

                         (単位：人、世帯、回)

(注)  乾 燥＝1人当たり月 1回

       水洗い＝1人当たり年 2回

              （7月・12月）

2. 在宅高齢者おむつの貸与・支給

失禁状態にある 65歳以上のねたきり高齢者に、紙おむつ等を支給し、介護者の負担の軽減と福祉の

向上を図った。

                              (単位：人、枚、袋)

利 用 者 数    197

布 お む つ 貸 与 数     0

紙 お む つ 支 給 数 2,115

尿 と り パ ッ ド 支 給 数 1,490

6．1．1 ① 介護給付費等準備基金積立金（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

介護給付費等準備基金へ積立金額及び積立金利息額として 380,716,765 円を積み立てた。なお、基

金の状況は以下のとおりである。                       

（単位：円）

令和 2年度末

現在高

令和 3年度 執行状況 令和 3年度末

現在高積立金額 積立金利息額 とりくずし額

756,432,808 380,680,000 36,765 133,722,000 1,003,427,573

乾 燥 水洗い

利 用 者 数 9 10

世 帯 数 9 10

延 利 用 回 数 59 15

事 業 費

円

1,480,677

内 訳

18.    1,480,677

財  源  内  訳

(国)   1,480,677

事 業 費

円

7,359,385

内 訳

11.      372,350

④     372,350

12.  6,987,035

財  源  内  訳

(国)   7,359,385

事 業 費

円

380,716,765

内 訳

24.  380,716,765

財  源  内  訳

(他)      36,765

(一) 380,680,000

５．１．１ ①

５．１．１ ②

６．１．１ ①



－647－

予 算 科 目

（款 項 目）
事  務  事  業（主 管 課）

事  業  費

節 別 内 訳

7．1．1 ① 第 1 号被保険者保険料還付金（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

被保険者が死亡や転出の場合や、所得更正により保険料が減額となり差額が生じた場合の過年度分

保険料の還付金である。

還付実績は、257件（日本年金機構への還付 43件）であった。

7．1．2 ① 償還金（高齢介護課〔地域包括ケア推進課・介護保険課〕）

執行状況及び成果

令和 2年度以前に交付された介護給付費及び地域支援事業費に係る国、都等の法定負担金に余剰が

生じたため、金額の確定を待って令和 3年度に償還したものである。

内訳 国庫支出金 67,793,771円

東京都支出金 22,426,108円

社会保険診療報酬支払基金 31,662,840円

7．1．3 ① 第 1 号被保険者還付加算金（高齢介護課〔介護保険課〕）

執行状況及び成果

過年度分に係る保険料の還付加算金であるが、支出の実績はなかった。

7．2．1 ① 一般会計繰出金（高齢介護課〔地域包括ケア推進課・介護保険課〕）

執行状況及び成果

令和 2年度精算に伴い繰入金を精算した。                 （単位：円）

介 護 給 付 費 146,325,140 職 員 給 与 費 等 12,687,234

地 域 支 援 事 業 費

（ 予 防 分 ）
20,363,352

地 域 支 援 事 業 費

（ 包 括 分 ）
3,845,695

事 務 費 9,730,910 低 所 得 者 負 担 軽 減 694,400

合 計 193,646,731

8．1．1 ① 予備費（高齢介護課〔地域包括ケア推進課・介護保険課〕）

執行状況及び成果

予備費充当の実績はなかった。

事 業 費

円

2,393,400

内 訳

22.   2,393,400

財  源  内  訳

(一)  2,393,400

事 業 費

円

121,882,719

内 訳

22.  121,882,719

財  源  内  訳

(一) 121,882,719

事 業 費

円

0

内 訳

22. 0

事 業 費

円

193,646,731

内 訳

27. 193,646,731

  

財  源  内  訳

(一) 193,646,731

予備費充当額

円

0

７．１．１ ① ７．２．１ ①

７．１．２ ① ８．１．１ ①

７．１．３ ①        

  




